
 

 

 

 

１ 開催概要 

開 催 日    令和７年10月16日(木) 11:00～12:00 

会  場     県庁３階 特別会議室 

参加グループ   信州サウナ同盟・信州静岡山梨広域連盟 

懇談内容     アウトドアサウナを核とした広域連携と地域活性化 －2027信州ＤＣに向けて 

２ 参加者のご意見の概要とご意見に対する対応状況 

 

総括 

（知事の発言） 

・安全対策に係るご提案は、ほぼ完成形に近い提案であり、とてもよいと思っている。2027年に予

定されている信州ディスティネーションキャンペーン（2027信州ＤＣ）に向けて前向きに検討す

る。 

・広域連携による周遊型観光は、静岡県知事、山梨県知事と懇談する際の話題として連携していき

たい。 

・信州サウナ同盟の体制強化と県との連携のあり方は、継続的に一緒に考えていきたい。 
 

（１）広域周遊型観光の推進について 

 （ご意見の概要） 

 ・2027信州ＤＣのアクティビティとしてサウナも含めていただき、一緒に取り組ませていただけな

いか。 

 ・今冬から実施予定の、近隣県との広域周遊型観光（静岡県・山梨県との広域連携によるサウナツ

ーリズム）の推進について、県と一緒に取り組めると更に盛り上がると思うので、検討いただけ

ないか。 
 

（知事の発言） 

・宿泊税の使途を検討しているところであり、観光コンテンツの充実が課題。テントサウナの初期

投資がそこまで高額でない(10～15万円程度）とのことであれば、そんなに費用をかけずに楽しめ

る場所を県内に沢山作ることができると思う。 

・テントサウナのような一時的な施設や移動可能なサウナバスは、恒久的な建築が認められない国

立公園内で実施できるととても価値が高まると思う。（観光振興） 

・静岡県のサウナバス等、長野県民向けＰＲとして、試験的に実施していただきたい。 

・静岡県知事、山梨県知事と懇談する際の話題として連携していきたい。 

  

（ご意見への対応） 

 ・「アウトドアサウナ」は、今回ＤＣのアピールポイントの１つである「自然」に該当するコンテン

ツであり、各種プロモーションや周遊企画を検討します。 

（なお、宿泊税の使途の１つとして「長野県らしい観光コンテンツの充実」が検討されているこ

とから、県の補助事業や市町村一般交付金等を活用して、サウナを活用したコンテンツ造成に取

り組むことも考えられます。） 

・中央日本四県と連携・協議しながら、今後の連携事業などを検討します。 

［観光誘客課］ 

県政ティーミーティングに寄せられたご意見への対応状況について 

（令和７年10月16日開催） 



 

（２）安心安全なサウナイベントの実施に向けた制度改正及び仕組について 

 （ご意見の概要） 

 ・仮設型サウナ（テントサウナ）の設置にはイベントごとに許可が必要であり、主催者・保健所双

方の負担となっている。加えて、施設型・仮設型どちらも同じ検査手数料がかかる。公衆浴場法

に係る県手数料条例に、新たに「仮設型」の類型を設け、仮設型に適した検査手数料を積算いた

だけないか。 

 ・運営側の人間が、正しい知識を持って安全を担保していくことが一番間違いないと考える。サウ

ナイベントの安全性や信頼性を高めるため、県と連携して「サウナイベント信州SAFTYモデル」※

の創設を目指したいが、検討いただけないか。 
 

※食品衛生責任者のような人的安全基準として「サウナイベント安全管理者制度（仮称）」を創設

いただき、実務的運用を信州サウナ同盟が担えると良い。 

   ＜提案内容＞ 

    ・安全対策に関する知識や緊急時の対応を含めたガイドラインの策定 

    ・ガイドラインに沿った安全講習の義務化、更新講習の実施 

     （修了者を「安全管理者」に登録しイベント実施を許可） 

    ・各イベント最低１名の安全管理者設置 
 

（知事の発言） 

・安全対策に係るご提案は、ほぼ完成形に近い提案であり、そのまま受入れてよいのではないかと

思っている。 

・同じ検査を行う場合に手数料を減額するというのは行政のルールとしては無理だが、そもそも恒

久的な施設と簡易な施設とで検査すべき観点は自ずと違ってくるのではないかと思う。新しい類

型として「仮設型」を設け、検査の積算根拠を示す案に賛成。 

・施設を安全に管理運営できる人が大事ということに同意。 

・ご提案いただいた「安全管理者制度」のようなものを作り、定型的な許可や、あるいは一度許可

を出したら同じような形態でやる場合は基本的には届出にして、問題があればその安全管理者の

責任を問うという形にすればよい。 

・テントサウナのような一時的な施設や移動可能なサウナバスは、恒久的な建築が認められない国

立公園内で実施できるととても価値が高まると思う。（規制改革） 

 

（ご意見への対応） 

・提案の主旨を踏まえ、「仮設型」の手数料を積算し、区分の新設について検討します。 

・安全を高める取組についてはよいことであると考えるため、業界としてより高水準なサービスを

目指すということであれば、県としてもご相談に応じてまいります。その上で、その取組を公衆

浴場の許可手続きに反映させることは、公衆浴場法などの関連法令との整合をとる必要があるこ

とから、今後研究の必要があります。 

・なお、簡易サウナ設備の防火安全対策については、総務省令で定める基準に従い、各市町村（広

域連合）の火災予防条例で定められておりますので、防火安全対策面については各消防本部（局）

にご相談いただくようお願いします。 

・テントサウナについては、国立公園の第２種及び第３種特別地域内であれば、色彩や周囲の景観

に支障がないと認められる場合に設置が可能ですのでご相談ください。特別保護地区及び第１種

特別地域は原則設置できませんが、野営場やホテルなど既存施設内に設置できる場合もあります。

普通地域内では事前に届出が必要な規模に届かないため、手続き不要です。 

  



 

・サウナバスについては、随時かつ任意に移動できるもの（自走可能な車体であり、かつ、水道菅

やガス管に連結していない）であれば、自然公園法上は設置に許可が必要な「工作物」に該当し

ないため許可不要です。 

［食品・生活衛生課、消防課、自然保護課］ 

 

 

 
 

（問合せ先） 
担 当 企画振興部広報・共創推進課 

対話・共創推進係 師岡、原田 
電 話 026-235-7110 
E-mail  kyoso@pref.nagano.lg.jp 


